
平成２４年度 こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会 

第１回風力発電検討部会 次第 

 

平成２４年１２月２５日（火）13:30～15:30  

場所：高知共済会館 ３階 藤            

 

１ 部会長選出 

 

２ 協議事項 

 

（１）取組の現況報告 

 

（２）今後の進め方等について 

    ・学習会の開催について 

 

（３）自然公園の開発許可について（環境共生課） 

 

（４）意見交換 

 

４ その他 

 

 

 

【配布資料】 

資料１ 調査概要報告 

資料２ 学習会開催（案）について 

 

 

【参考資料】 

参考資料１ こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会設置要綱 

 参考資料２ 平成２３年度 風力発電検討部会の概要 

 参考資料３ 四国カルストにおける風力発電基本構想（案） 
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こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会 

平成 24年度 第１回 風力発電検討部会 議事概要 

【日 時】平成 24年 12 月 25 日（火）13:30～15:40 

【場 所】高知共済会館 藤 

【出席者】＜委員＞川上光章 委員、松木敦則 委員、山田晃男 部会長、 

吉田尚人 委員、畠中伸也 委員 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞室戸市 前田大志 企画財政課班長、土佐清水市 山田順行 企画財政課長、 

大豊町 佐々木譲 プロジェクト推進室長、三原村 矢野龍幸 総務課課長補佐 

＜ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ＞宗像慎太郎 氏（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）、 

       吉岡剛 氏（環境エネルギー政策研究所） 

     ＜事務局＞（新エネルギー推進課）塚本愛子 課長、上岡啓二 課長補佐、那須拓哉 チーフ 

（梼原町）矢野準也 環境整備課長、大﨑光雄 環境モデル都市推進室長、 

     那須俊男 主事 

【欠 席】＜委員＞真野秀太 委員、＜地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ＞溝渕卓生 氏 

 

１ 議 題 

（１） 取組の現況報告について 

（２） 学習会の開催について 

（３） 自然公園の開発許可についての勉強会 

 

２ 会議要旨 

【部会長の決定】 

 ・山田委員を部会長に決定 

【取組の現況報告について】 

（高知県より、参考資料２、３にて、昨年度の検討内容の概要等を説明） 

（梼原町より、取組状況について、説明） 

＜梼原町取組状況の要旨＞ 

・６月に四国電力から風力発電の系統連系 20 万 kW 拡大に係る募集が発表され、７月 13 日に梼原町

を主体として、2,000kW の風車を８基設置する計画で申込みを行った。 

・８月に検討順位の抽選があり、梼原町の事業は、15プロジェクト中 13番目となり、20 万 kW の枠

外となった。 

・上位の順番で重複するプロジェクトがあり、順位が繰り上がる可能性もある。 

・風車建設に向けては、設置主体の問題、県境にあたることでの周辺自治体等との関係や自然公園

であることのほか、農地としての牧場の開発を行っていることなど、課題が多い。 

・周辺自治体の情報としては、久万高原町でも、四国カルストではないが、風力発電を検討中とい

うことだった。 

・西予市では、カルスト資源の有効活用については、一定理解を示していただいたが、コウノトリ

の飛来コースであれば難しいということ、また、津野町では、景観を含む自然環境への影響を懸

念されており、事業を進めるにあたっては環境面への配慮が非常に重要。 

 ＜質疑等＞ 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・今後の新しい展開をどのようにするかが重要。課題があることは認識しているが、具体的に誰が

どのように進めていくのか。主体が決まらないと、資金調達の話もできない。 
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 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・環境省事業での期間は３年。成果として、事業主体ができて、計画がまとまっておく必要がある。

25 年中には、事業主体が決まって計画ができていないといけない。 

 （委員） 

 ・計画というのは。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・事業計画のこと。 

 （委員） 

 ・固定価格買取制度のある時に実施する必要はある。 

 （委員） 

 ・町としても何とかやりたいが、いかにお金を集めるかというところが課題。全て町が実施するの

は無理。どのような形で実施するかなどの知恵をいただきたい。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・昨年まとめた基本構想でのスケジュール（案）でも、２５年度中にうまくまとめなければ、厳し

いかもしれない。 

 ・６W２Hといわれるが、「いつ」「どこで」「だれが」「何をする」か、明確にする必要がある。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・事業計画をまとめるうえで、四国電力の系統連系の枠の確保との関係はどうか。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・別と考えてよいと思う。確保できていなければ、それが課題となる。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・報告書などにまとめておくと、それが有利にはたらくということはないか。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・報告することは必要だと思う。 

 （委員） 

 ・昨年は、環境アセスが３年ぐらいかかるといわれていたが、１年半に期間短縮される動きもある。 

 ・系統連系についても、東北、北海道は国が支援して拡大する方向。こちらもやりたいという計画

がたくさん出てこないといけない。 

 ・系統連系について、県が知っている情報があれば。 

 （事務局） 

 ・系統連系については、既存の枠の中でダメなら拒否できるということが、FIT の省令等に書かれて

いる。 

 ・四国電力の管内でも、愛媛県や徳島県については、大きな送電系統が整備されているが、高知県

は脆弱であるため不利である。 

 ・系統網の増強については、インフラ整備の一つとして、国としての対応が必要だと考えている。 

 ・いずれにしても、早めに進めていくことが再エネ事業のポイントであると考えている。 

 （委員） 

 ・自分たちが事業をやるということで計画していかないと、一般的な表現ではダメ。 

 （佐々木ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・北海道と東北の連系については、国が支援するということだが、その他についてはどうか。 

 （委員） 

 ・東北、北海道でやって、こちらでやらないということもないとは思うが。 

 （梼原町） 
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 ・現在、梼原町が設置している 600kW の風車においても、事業費（２基で約４億５千万円）の３分

の１が送電線の費用にかかっている。 

 ・適地から送電線が無いのがネックである。 

 

（松木委員より、資料をもとに県からの委託業務での調査状況の報告） 

 ＜質疑等＞ 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・トランスポーター（運搬車）は、道路勾配がどのくらいまで走行できるか。 

 （委員） 

 ・１２～１３％ぐらいまでいけると思う。速度は、人間が歩くより遅いので、実際の輸送時は、ど

こかで積み替えて利用することが想定される。 

 （委員） 

 ・既存の風車が立っているところは比較的フラットな地点だったが、ブレードの組み立てなどで、

約 2,500 平方メートルのフラットな場が必要。 

 ・また、どれだけ風が吹くかで資金計画も変わってくるが、データはどの程度あるか。 

 （梼原町） 

 ・13 年分の月毎の平均値は、四電への申込みの際にも提出している。 

 （委員） 

 ・１時間毎のデータはあるか。 

 （梼原町） 

 ・データは毎日収集している。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・調査で色々と明確になってきていると思うが、事業主体、事業スキームをどうするかを議論する

方が重要。 

 ・風車の選定についても、メーカー個別の問題もある。事業主体がどこに EPC を発注するかにもよ

るので、この場で風車の種類が決まるわけでもないと思う。 

 ・また、７月に四電に申込みを行っているので、風車の機種や本数は変えられないと思うが。 

 （委員） 

 ・四電への申込みにおいて、基本的には機種は変えられない。今回は、梼原町とも協議し、JSW（日

本製鋼所）の機種で申込みを行っている。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・地域がオーナーシップをもって事業を実施し、資金のある民間企業に参加したいただく場合、JSW

がダメという民間企業もいると思う。 

 （梼原町） 

 ・ご指摘のとおり。事業費も約４９億円となるため、民間企業などの協力も必要なので、そのあた

りでも知恵をいただきたい。 

 （委員） 

 ・誰がどう進めるかというのは、この部会のテーマでもある。 

 （事務局） 

 ・メガソーラーは、「こうち型地域還流スキーム」を 12 月県議会において補正予算化し、現在ご議

論いただいているところ。 

 ・メガソーラーの場合は、１MW当たり事業費が３～４億円程度だが、風力の金額のケタが一ケタ違

うので、「こうち型」ですべて対応可とは考えていない。 
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 ・町の考え方が優先されるが、どのようなスキームが考えられるのか、この部会でもご議論いただ

きたい。 

（梼原町） 

 ・ウインドファームの整備について、自治体レベルで事例はあるか。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・大規模というのは無いと思うが、すぐにはお答えできない。 

 ・近隣で言えば、徳島県の佐那河内で、民間事業者が事業を実施するのに、村がどのようにかかわ

っていくか協議しながら進めている。 

 ・また、事業の資金調達面での融資についても、事業費が一ケタの億だと地元金融機関単独融資と

いうのが想定されるが、風力のように数十億になると、メガバンクとの協調ということになると

思う。 

 ・ただし、メガバンクは、これまで RPS 法の時の風力発電への融資で、うまくいっていないので慎

重なスタンスだと思うため、地銀、政策金融公庫、メガバンクと協議しながら進めていく必要は

ある。 

 ・参考事例としては、秋田県で「風の王国プロジェクト」というのを民間の方が中心となって進め

ているが、北洋銀行、秋田銀行などが協力する体制が整っている。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・融資の話は、許認可手続きが済んでないといけない。 

 ・国内の金融調達においてプロジェクトファイナンスと言われているものも、必ずしもノンリコー

スローンを意味していない。事業主体である企業の信用力に依存する、コーポレイトファイナン

スとしての側面も強いと考えられる。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・具体的な融資としては、モノが完成して運転開始の時に融資する場合もある。段階ごとの資金に

ついては、つなぎ資金なども必要となってくる。 

 （委員） 

 ・事務局としては、どうか。 

 （事務局） 

 ・事業費全額を融資で賄うのは無理である。どのくらいの自己資金でやるのかなども、どういう事

業主体かで変わってくる。 

 ・一般的には、事業費の 20パーセント程度の自己資金が必要と聞いている。 

 （委員） 

 ・梼原町としても事業を実施したいが、事業費全額を町が出すのは無理。県もここまで出すという

のがわかっていればよいと思うが。 

 （委員） 

 ・7月の四電への申込みは、梼原町のお考えとして JSW の機種を選定している。少なくとも、このス

キームから梼原町が外れることはないため、調査委託業務は JSW の風車を対象として進める。 

（梼原町） 

・四電への申込み当たっての機種については、既存風車が外国製で、故障時の復旧に時間がかかっ

たという経験を考慮し、国産メーカーでの機種を選択して申込みを行った。 

 

 

【学習会の開催について】 

（梼原町より、資料にて学習会の開催について説明） 
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 ＜質疑等＞ 

 （委員） 

 ・対象者はどのような人で、人数はどのくらいか。 

 （梼原町） 

 ・近隣自治体の職員で、20名ぐらいを想定している。 

 （事務局） 

 ・環境省事業を活用する場合、２月中には実施する必要がある。 

 （委員） 

 ・梼原町内の住民の参加はどうか。 

 （委員） 

 ・関係地区の方も含めて参加させていただければと思う。 

 ・送電線のほか、水への影響の問題もあると思う。 

 

【自然公園の開発許可等について】 

（県環境共生課担当者より、資料にて自然公園の開発許可等について説明） 

 ＜質疑等＞ 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・特別地域内での地中への埋設については、許可が必要か。 

 （県担当者） 

 ・地面をさわる行為は申請が必要。 

 （ﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・道路の舗装についてはどうか。 

 （県担当者） 

 ・モノによるが、林道等については申請が必要。公共性の判断についても、NTT の鉄塔は OK だが、

携帯電話の鉄塔はダメという扱い。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・携帯電話は、最近では重要だと思うが。 

 （県担当者） 

 ・環境省に確認したところ、違うという回答をいただいた。 

 ・例えば、風力発電でも、民間が独自にやるものと、公共が関与してやるものとは違うと思う。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・町が鉄塔を建てるということはどうか。 

 （県担当者） 

 ・地域住民の代表として、町が立てるということになるかと思う。 

 （委員） 

 ・地域住民というのが、判断基準となるのか。 

 （県担当者） 

 ・地元の反対があるのに、公共性があるとは言えない。 

 ・判断基準は、景観と風景となる。国のガイドラインでも示されているが、独自に県として判断す

ることになる。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・反対意見として、地元ではなく、地域外の環境団体から声がある場合があるが。 

 （県担当者） 
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 ・県が許可したことに対して、不備が無ければ問題ない。 

 （梼原町） 

 ・眺望の話があったが、四国カルストでは姫鶴平のことか。 

 （県担当者） 

 ・眺望所は津野町側にあると思うが、その眺望の対象が海を見るのか、北を見るのかにもよる。 

 ・既存の風車はかかっていない。 

 （委員） 

 ・運搬の関係で、大野ヶ原からのルートでは道路の拡張等が必要となると思うが、自然公園法にお

ける地域の区分は。 

 （県担当者） 

 ・普通地域。 

 ・２００平方メートルを超える場合は、届出が必要。 

 （梼原町） 

 ・県によって違いはあるか。 

 （県担当者） 

 ・県条例なので、愛媛県側でも確認が必要。 

 （委員） 

 ・２００平方メートルというのは、全体をまとめての数字か。 

 （県担当者） 

 ・高知県の場合、一つの工事箇所での扱いだが、愛媛県側にも確認が必要。 

 

【次回開催について】 

・事務局と梼原町とで協議し、学習会とあわせて１月下旬から２月上旬の開催で調整したい。 
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平成２３年度 こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会 風力発電検討部会の概要 

◆会議の開催状況 

平成 24年 1月 16日 

13:30～15:30 

第 1回 協議内容 

・部会長の選任 

・検討部会の進め方及びスケジュールの確認 

・発電事業の目的の整理 

・意見交換 

平成 24年 2月 1日 

13:30～15:30 

第 2回 協議内容 

・発電事業に係る基本構想案の検討 

・課題の整理 

平成 24年 2月 16日 

13:00～15:00 

第 3回 協議内容 

・基本構想案の検討 

・次年度の取組み 

 

◆検討部会の概要 

（１）基本構想（案）の検討 

梼原町では、四国カルストにおいて、平成 11年に 600kWの風力発電機２基（「梼原風力発電所」）

を建設し、運営管理しており、その売電収益を太陽光発電等の新エネルギー活用施設の導入や、森

林の間伐支援など「自然との共生、循環の思想」に基づく地域づくりに活用している。 

また、町は、環境モデル都市として、2050 年度までにメガワット級の風車 40 基を整備し、家庭

部門における電力エネルギー自給率 100%を目指しており、地域資源を活かすうえでも周辺地域と共

同して取り組もうとしている。 

このため、風力発電検討部会では、自治体が主体となった再生可能エネルギーの事業化のモデル

として、梼原町での風力発電の事業化に向け、基本構想（案）の検討を行った。 

 

まとめ 

・梼原町では、2050 年度までにメガワット級の風車 40 基を整備し、家庭部門における電力エネル

ギー自給率 100%を目指しており、本部会において、第 1期計画となる 10基の導入に関する基本

構想（案）を検討。 

・これまで町独自に開催してきた勉強会の内容をベースとして、事業化に向けた検討項目を整理し、

基本構想（案）としてとりまとめた。（別添参照） 

・町として発電事業の目的を明確にし、地域住民や周辺自治体への説明責任を果たす必要がある。 

・基本構想（案）の具体化に向けて、周辺自治体との連携（仲間づくり）の取組みを進めることが

重要となる。 

・風力発電検討部会をそうした場として活用することで、基本構想（案）の円滑な実現につなげて

いく。 

 

（２）今後の展開 

計画エリアは、高知県と愛媛県の県境に位置するとともに県立自然公園の地域内であるため、隣

接する周辺自治体との関係づくりを進めていく必要があり、実施主体のあり方についても、関係者

との調整を図りながら検討を進めていくこととしている。特に、事業規模が 30億円から 40 億円と

なるため、資金調達方法についても詳細な検討を進める必要がある。 

この他にも、環境影響評価などの法令への対応や当該地点での風況調査の実施については、比較

的長期間を要するため、関係者との調整を図りながら、早急に取り組めるような準備を進めていく。 

 

参考資料２ 
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平成２４年度 こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会 

第２回風力発電検討部会 次第 

 

平成２５年２月２６日（火）9:30～12:00    

場所：高知共済会館 ３階 藤        

 

１ 報告事項 

 

（１）委託調査結果について 

 

 

２ 協議事項 

 

（１）今年度のまとめ 

 

（２）次年度の進め方について 

 

（３）その他 

 

 

３ 勉強会 

  「再生可能エネルギー事業のファイナンス」 

   講師 株式会社みずほコーポレート銀行 ストラクチャードファイナンス営業部 

       プロジェクトファイナンスチーム 次長 白石幸治 氏 

 

 

 

【配布資料】 

資料１ Ｈ２４年度風力発電検討部会のまとめ 

資料２ 梼原町風力発電事業スキーム（たたき台） 

 

 

【参考資料】 

参考資料１ 委託調査報告概要 
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こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会 

平成 24年度 第２回 風力発電検討部会 議事概要 

【日 時】平成 24年 2月 26 日（火）9:30～12:00 

【場 所】高知共済会館 藤 

【出席者】＜委員＞川上光章 委員、松木敦則 委員、山田晃男 部会長、畠中伸也 委員 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞土佐清水市 山田順行 企画財政課長、 

大豊町 佐々木譲 プロジェクト推進室長 

＜ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ＞宗像慎太郎 氏（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）、 

       松尾寿裕 氏（一般社団法人小水力開発支援協会） 

     ＜事務局＞（新エネルギー推進課）塚本愛子 課長、上岡啓二 課長補佐、那須拓哉 チーフ 

（梼原町）環境整備課 梶原哲哉 参事、那須俊男 主事 

【欠 席】＜委員＞真野秀太 委員、吉田尚人 委員＜地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ＞溝渕卓生 氏 

 

１ 議 題 

（１） 委託調査結果について 

（２） 今年度のまとめ 

（３） 次年度の進め方について 

（４） 再生可能エネルギー事業のファイナンスに関する勉強会 

 

２ 会議要旨 

【今年度のまとめと次年度の進め方について】 

（事務局より、資料１にて平成２４年度部会のまとめについて説明） 

（梼原町より、取り組み内容の補足） 

＜梼原町取組状況の要旨＞ 

・法規制関係での大きな課題として、候補地が県立公園普通地域ということと、農地法、農振法に

関することがある。 

・農地法関連では、中四国農政局と２度にわたって調整を行ったが、現段階では、設置は認められ

る状況ではない。 

・特区構想なども視野に入れて検討したいと考えている。 

・その他にも関係法令等はあるが、ひとつひとつ進めていく必要がある。 

・風況調査についても実施したいが、地域住民から事業着手とみなされるということで予算化はで

きていないが、既存の２基の風車についてデータを蓄積している。 

・稼働率は、これまで２８パーセントという実績で、事業性を確保できるデータを収集するととも

に、検証を行っていきたい。 

・関係市町村には、担当者レベルでの個別協議を行っている。 

・西予市は、民間事業者を通じて風車建設の計画があり、四国電力へのアクセス検討の申し込みを

実施済み。 

・久万高原町は、訪問時には、スマートグリッドプランの実現を検討していたようだが、その後、

風車建設の検討にシフトしたようである。 

・西予市と久万高原町では、民間事業者による風況調査のための観測ポールを、来月設置予定と伺

っている。 

・梼原町としての方針を早い段階で庁内で固める必要があると考えている。 

 ＜質疑等＞ 
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 （委員） 

 ・アドバイザーから全般的なご指摘があればお願いする。 

 （宗像ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・環境省事業の検討内容として、具体的にどの時期に何を調整して、どのステップにつながってい

るのかというのが必要。 

 ・部会として（会議の中で）検討したものではなく、会議以外のところで検討したものとなってお

り、もう少し説明が必要。 

 （事務局） 

 ・報告書については、環境省と調整させていただきたい。 

・特には、次年度の進め方等についてご意見をいただきたい。 

 （委員） 

 ・地元の地区としてはどうか。 

 （委員） 

 ・法令関係、関係自治体、資金の問題もあり、なかなか難しいと思うが、やる気を持って取組み、

早期に出来あがることが望ましい。 

 （委員） 

 ・たたき台のイメージにあるように、梼原町単独事業では考えられない。 

 ・県のメガソーラーのスキームでは、民間企業は大手を想定しているのか。 

 （事務局） 

 ・やり方は様々。民間事業者の選定方法も検討が必要。 

 ・本日は検討項目の熟度を高めるということより、方向性を共有していただきたい。 

 

【委託調査結果について】 

（委員より、参考資料１をもとに県からの委託業務での調査結果概要の報告） 

 ＜質疑等＞ 

 （委員） 

 ・試算時の固定価格の買取単価はいくらか。また、ＩＲＲは算出しているか。 

 （委員） 

 ・２２円、２０円、１８円でのＩＲＲの感度分析をしている。 

 （委員） 

 ・前回普通公園の特別地域という話だったが、そのあたりはどうか。 

 （委員） 

 ・高知県のホームページからダウンロードできる図面で確認したところ、普通地域である。 

 （委員） 

 ・農地法、農振法が課題ということだが、西予市でも同じということか。 

 （委員） 

 ・同じである。 

 （委員） 

 ・西予市も久万高原町も同様ということであれば、両県での調整も必要となる。 

 （事務局） 

 ・担当課と調整しながら進めていく必要がある。 

 

【全般について】 
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 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・資料では、県は梼原町の風力発電事業に出資する形となっており、また、すでにメガソーラー事

業にも出資をするとしている。 

・今、大豊町が計画している木質バイオマス発電事業への出資をお願いした場合出資してもらえる

のか。 

 ・同じ県民であるので他の市町村と不公平感が出ないようにするべきではないか。 

（事務局） 

・太陽光発電で一定の成果が出てくれば、他のエネルギー種別への展開は可能だと思う。 

・ただ、木質バイオマス発電の場合は、色々とリスクも多く、また、既に２箇所の計画が進められ

ている。 

・それらを踏まえて、県の支援のあり方については、個別に調整することになると思う。 

 （委員） 

 ・風力発電の場合はどうか。 

 （事務局） 

 ・メガソーラーで展開している「こうち型地域還流再エネ事業スキーム」では、市町村が所有する

遊休地において、市町村と協調する形で県も出資する。 

・民間企業については、公平性を担保するためにプロポーザルで公募する。 

 ・風力発電でも、（県が出資する）「こうち型」のスキームの場合は、基本的には（メガソーラーと）

同様の形となる。そのため、全ての風力発電の案件に対して、県が出資するということにはなら

ないのではないか。 

 （委員） 

 ・検討していくということか。 

 （事務局） 

 ・町として単独事業でやるのか、こうち型でやるのかという議論も含めて検討が必要。 

 （委員） 

 ・梼原町単独はあり得るのか。 

 （梼原町） 

 ・地産地消型で考えると、単独が理想的だが、現実的観点からは難しいと考えている。 

 ・リスクを軽減するためにも、ＳＰＣなどの形態もあり得る。 

 ・町民にとって最大のメリットがあることが重要。 

 ・事業スキームの庁内での理解の平準化も必要だし、町としてのコンセンサス取ろうという考えで

はある。 

 ・選択肢は限られてくると思っている。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・前回の副町長の意見としては、町単独はゼロという発言があったと認識している。 

 ・資料は非常に一般的なもので、現実的にはこのスキームから何通りかに分かれていく。 

 ・選択肢はあるにしても、絞り込むことを具体的にやっていく必要がある。 

 ・事業形態としても、ＬＬＰに自治体が参加できるかどうかわからないし、ＬＬＰの場合は出資だ

けするということはあり得ない。 

・事業体の形態によっては、法的な制約などの面で長所短所あるし、それらを検討したうえで、関

係者間で合意をとることが必要。 

 ・資金調達面からも、風車ファンドもかなりの手数料かかるし、管理の問題もある。 

・この資料には、責任議論や権利、費用の負担、アセットなど明確ではない。 
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・もう少し関係者でできることやできないこと整理していくと、やり方は絞られてくる。 

 （委員） 

 ・いつぐらいまでにやるのか。 

 （梼原町） 

 ・早急に取り組まなければいけないという認識。 

 ・選択肢は限られてくると思うので、方向性を出すことが必要。 

 （委員） 

 ・そのあたりは報告書に入るのか。 

 （事務局） 

 ・報告書のとりまとめの期限はある。 

 ・町の検討過程等は盛り込めないが、本日のご意見や今後の方向性と合せてまとめさせていただき

たい。 

 （ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 ・今まで部会の中やってきたことや、梼原の計画としてどこまで進むのかを、両方睨みながら前に

進めていただきたい。 

 （委員） 

 ・梼原町がこうやりたいという考えを出して、県と協力していただきたい。 

 ・県の公営企業局が風力発電事業へ出資するということはあり得るのか。 

 （委員） 

 ・公営企業法上では、資料のような出資は想定されていない。 

 ・公営企業局が行う事業の附帯的なものに出資する事例はある。 

 （ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

 ・地域主導で取り組む再エネの話は多いが、事業の具現化のところで悩まれる。 

 ・市民ファンドの案も出てくる。 

 ・今後、銀行の立場で支援できることもあると思う。 

 （委員） 

 ・四国銀行などにも是非協力いただきたい。 

 ・本日の議論を踏まえて、事務局に報告書の作成を一任するということでお願いする。 

 

 

【再生可能エネルギー事業のファイナンスに関する勉強会】 

（みずほコーポレート銀行白石氏より、資料にて説明） 

 ＜質疑等＞ 

 （委員） 

 ・発電量を求める時には、いくつかパラメーターがあるが、稼働率やパワーカーブなどの設定は銀

行が行うのか。 

 （白石氏） 

 ・外部のエンジニアの意見を求めて設定する 

 （委員） 

・パワーカーブ等の数値は９５パーセントだが、概ねこれくらいか。 

（白石氏） 

・いろいろ実績があるが、ここではそう設定している。 

・今は長期の稼働率保証を売り込む業者もいる。 
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・そういう面では、メンテナンス体制が確立できれば固いキャッシュフローを組める。 

（委員） 

・期待値Ｐ－９０か。 

（白石氏） 

・風力の場合、ベースはＰ－９０。Ｐ－５０を使っていた時期もある。期待値に併せてＤＳＣＲを

変えている。 

・風力のＰ－９０、Ｐ－５０はなかなか当たっていないというレポートもあり、そのものを鵜呑み

にできないこともある。風況に対する見方は保守的になっている。 

 （委員） 

 ・銀行の技術チームに梼原が今検討している計画の協議の中に入っていただけたりするのか。 

 （白石氏） 

・現在は事業の検討段階だと認識している。 

・アドバイスや情報提供はできるが、資料にある技術チームというのは、事業化が決定している案

件で、プロジェクトファイナンスで実施しようとする場合に、銀行団の立場で事業の中身を再度

チェックするもの。 

・そこで融資の金額などを決めている。 

 ・今検討されているものは、農地の許認可と電力会社の連系がクリアできれば事業化できると思う。 

・民間の場合は、許認可関係はコントロールできない。そこがクリアにならないと事業化決定は難

しい。 

 

 

 以上 



H24年度風力発電検討部会のまとめ

� 昨年度取りまとめた基本構想（案）をもとに、関係者との調整を図りながら進めた

� また、電力会社において、風力発電の連系枠拡大に伴うアクセス検討の募集・抽選が実施され、四国カルストでの
風力発電事業に関して検討途中の段階であったが、連系枠を確保するため、梼原町名義で応募

� あわせて、風力発電導入の検討に必要な配置レイアウト、風車の輸送路、系統接続のための送電線路等に関する
調査を外注により実施

取組

表 電力会社へのアクセス検討申込みの概要

資料１資料１資料１資料１

項目 内容

発電所の所在及び名所
高知県高岡郡梼原町太田戸１１９－１番地他
四国カルスト風力発電所（仮称）

申込者 梼原町

規模
１６，０００kW
（２，０００kW ×８基）

事業費 ４９億円

事業主体 組織形態を含め検討中

表 電力会社へのアクセス検討申込みの概要

� 周辺自治体の担当課との意見交換を実施し、資源の有効活用という面では一定の理解を得たが、環境に対し十分
な配慮をという意見もあり、今後慎重に進めていくことが必要である。

� 電力会社へのアクセス検討の申し込み（２，０００kW風車を８基建設計画）の抽選結果としては、
下位の順位となり、２０万kWの系統受入枠外となった。

� 一方、関係者のヒヤリング等によれば、電力会社へ申し込まれたアクセス検討のプロジェクトにおいて、同様の
地点での異なる事業者が計画しているものがあり、検討順位が繰り上がっているという情報もあるので、対応
できるよう引き続き検討を深める必要がある。

� ただし、既に申し込みを行った風車の機種、規模等が変更となる場合は、アクセス検討の順位が最下位となること
から、電力会社の受入枠の問題から、系統接続の実現性が低くなることも考えられる。

まとめと課題

� また、委託調査として、風車の輸送路について２つのルートでの検討を行い、一部看板等の支障物の撤去が
必要な箇所があるものの、２，０００kW規模の風車でも輸送可能であることを確認した。送電線の敷設ルート
については、一部地中送電線路とする必要があるという調査結果となった。

� 事業実現に向けては、梼原町を中心とした事業主体をどのような形態とするかなど、事業スキームの早期確立が
必要である。

電力会社へのアクセス検討内容として申込みを行った２，０００kW風車８基建設することを検討のベースとして、以下
の項目について今後も検討を深める必要がある。

� 事業主体のあり方
� 資金調達
� 法規制への対応
� 周辺地域との調整

今後の方向性



梼原町風⼒発電事業スキーム（たたき台）

梼原町

高知県

⺠間企業 ⾦融機関

風⾞

発電事業主体

規模：2000kW×8基
期間：２０年間
事業費：約49億円出資

出資

出資

返済

融資

配当⾦

出資

検討項目②
（発電事業主体の形態）検討項目①

（構成メンバー）

検討項目③
（資金調達）

資料２資料２資料２資料２

公募債

<その他関連情報＞<その他関連情報＞
民間事業者による計画民間事業者による計画民間事業者による計画民間事業者による計画
◆西予市大野ヶ原◆西予市大野ヶ原◆西予市大野ヶ原◆西予市大野ヶ原

（四国カルスト）（四国カルスト）（四国カルスト）（四国カルスト）
◆久万高原町◆久万高原町◆久万高原町◆久万高原町 牛城地区牛城地区牛城地区牛城地区

（四国カルスト）（四国カルスト）（四国カルスト）（四国カルスト）

梼原町

四国電⼒

風⾞
ファンド

電⼒需給
契約

売電収入

固定資産税

四国カルスト

配当

配当収入による
新たな公共サービス

の展開

取組
・農地法、自然公園法、環境影響評
価法等の関係法令の手続き等
・周辺地域との調整

調査項目 調査結果

許認可調査 ◆農業地域であるため、農地法における農地転用が適用される
◆農用地区域内であるため、農振法における農振解除が適用される
◆県立自然公園の普通地域であるため、届出が必要

輸送路調査 ◆ブレード、トップタワー、ミドルタワー、ナセルは、支障物の移転や特殊車両での
輸送により既存の想定ルート（東津野城川大規模林道東線～天狗トンネル経由）から
の輸送が可能
◆最も径の大きいボトムタワーは天狗トンネルの通行が困難
◆別ルート（東津野城川大規模林道西線～県道383号四国カルスト公園縦断線）を利用
◆特殊車両（トランスポーター）の使用により輸送可能
◆総重量約80ton以上に及ぶため、路肩補強や道路拡幅が必要

H24年度風力発電検討部会（委託調査概要）

参考資料１参考資料１参考資料１参考資料１

◆総重量約80ton以上に及ぶため、路肩補強や道路拡幅が必要

送電線ルート策定 ◆四国電力第５黒川発電所の連系可能容量22MW
◆66kV連系送電線のルートを机上検討
◆架空送電と地中送電を併用することで、経済性と景観面に考慮
◆全て地中送電線の場合、亘長約12km

事業検討 ◆1:2500の地形図を作成し、風車の配置レイアウトを作成
◆風車組立エリアとして1箇所2,200m2のフラットエリア造成図を作成
◆切盛土量は、約4万m3

◆風車基礎のコンクリートは、1基あたり約600m3

◆22kV構内電線路を地中埋設ケーブルにすることで、景観とメンテナンス面にメリット
◆連系変電所は、約230m2

事業評価 ◆事業コスト算出、総事業費49億円
◆プロジェクトIRRでの評価により、一定の採算性を確認


